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� 足元2012年度の業績の水準を尋ねると、売上高はリーマン・ショック前の2007年度と比べ、

70.0％の企業が｢減収｣となっている（P3図表1）。また、2009年度と比べた場合の売上高も4割

の企業が｢減収｣のままだ。

� こうした激動の直近5年間の経営環境の変化に対応するための取り組みをみると、｢人材育成の

強化｣が53.2%と最も高く、次いで｢人件費以外のコスト削減｣(47.1％)、｢既存事業の高付加価

値化｣(45.4％)、｢営業・マーケティングの強化｣(43.2％)、｢有能な人材の確保｣(41.4％)と

なっている（P4図表2）。

� 対応を最も強化するとしている人材育成の現状についてみると、「かなり注力している」が

10.8％、「ある程度注力している」が48.4％となり、約６割の企業が人材育成に注力している

（P6図表7）。さらに今後の方針では「かなり注力していく」が32.5％、「ある程度注力して

いく」が58.6％と、今後さらに人材育成の強化を図っていこうとしている企業は9割以上と

なっている。

� 人材育成を進める上で従業員に求める職業能力や技能水準を明確にすることが必要だが、｢明

確にしている」企業は16.7％にとどまっている（P7図表8）。

新たな経営戦略や競争力の強化を担う人材を育成することが持続的な成長には欠かせない。

それには自社の技術力や、競争力の基盤となる職業能力、技能水準を分析し、明確にすること

が必要といえる。そのため、部下、後輩を育成できる人材の養成や、計画的なジョブローテー

ションなど人材育成の仕組みづくりが取り組むべき課題といえる。
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企業の持続的な成長や、さらなる発展に向けて最も重要となるのが有能な人材の確保であり、間

断なき人材育成の強化といえる。そのため、県内製造業を対象に人材の確保と育成における取り

組みや課題、今後の方向性などについてアンケート調査を実施した。
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＜ 調 査 目 的 ＞

人口減少高齢化やグローバル経済の進展に伴い、企業規模を問わず取り巻く経営環境は

厳しさが増している。こうした中で企業の持続的な成長や、さらなる発展に向けて最も重要

となるのが有能な人材の確保であり、間断なき人材育成の強化といえる。

そのため、長野県内製造業の今後の経営戦略における人材の位置付け、さらにはその確保

や育成を図る取り組み状況や課題などについてアンケート調査を実施した。

＜ 調 査 実 施 内 容 ＞

調 査 対 象 ： 長野県内製造業1,000社

実 施 時 期 ： 2012年10月12日～2012年10月31日

実 施 方 法 ： 郵送方式

有 効 回 答 率 ： 28.1％（281社）

＜ 調 査 内 容 ＞

【 調 査 の 概 要 】

� 足元の業績について

� 今後の経営戦略とそれに向けた取り組みについて

� 人材の確保や育成の取り組みや課題について
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＜＜＜＜要要要要 旨旨旨旨＞＞＞＞

� 足元2012年度の業績の水準を尋ねると、売上高は2007年度と比べ、70.0％の企業が｢減収｣と

なっている（P3図表1）。同様に経常利益をみると、65.2%の企業が｢減益｣となっている。一

方、2009年度と比べた場合、売上高は｢増収｣が53.6%、経常利益は｢増益｣が50.5%となった。

� 世界的な景気後退のあった2008年のリーマン・ショックによって落ち込んだ売上高および経

常利益は半数以上の企業で持ち直している。しかし、多くの企業ではリーマン・ショック前

の水準までは回復していない結果となった。

� 直近5年間の経営環境の変化に対応するための取り組みをみると、｢人材育成の強化｣が53.2%

と最も高く、次いで｢人件費以外のコスト削減｣(47.1％)、｢既存事業の高付加価値化｣

(45.4％)、｢営業・マーケティングの強化｣(43.2)、｢有能な人材の確保｣(41.4％)となった

（P4図表2）。

� 今後の経営戦略に向けた事業展開としては｢生産性の向上｣が70.4%と最も高くなり、次いで

｢製品・サービスの高付加価値化｣(53.9％)、｢販路開拓の強化｣(45.4％)となった（P5図表4）。

さらに、この事業展開を実現する手段としては｢社内人材の育成および高度化｣が82.1%と最も

高い割合となり、次いで｢自社業務の改革｣(57.0％)、｢生産機械の高度化｣(48.7％)となった

（P5図表5）。

� 直近5年間の経営環境の変化への対応と同様に、今後も社内人材の育成や高度化を図り、経営

戦略やそれに向けた事業展開を担っていこうとする県内企業が多い結果となった。加えて、

人材育成も含めた自社業務の改革や生産機械の高度化によって、生産性の向上や、付加価値

の向上を図ろうとする動きがみられる。

� しかし、求める人材の確保状況を尋ねると、｢充分に確保できている｣は新卒採用が8.8%、中

途採用が8.1%と、ともに1割未満となっている（P6図表6）。｢ある程度確保できている」をあ

わせても、新卒採用では61.8％、中途採用では58.1％と、人材を確保できている企業は6割程

度にとどまった。県内製造業における人材確保が難しい状況がうかがえるため、企業の持続

的な成長を果たしていくには現状の従業員の育成を図っていくことが重要な取り組みといえ

る。

� 対応を最も強化するとしている人材育成の現状についてみると、「かなり注力している」が

10.8％、「ある程度注力している」が48.4％となり、約６割の企業が人材育成に注力してい

る（P6図表7）。さらに今後の方針では「かなり注力していく」が32.5％と20ポイント以上増

加し、「ある程度注力していく」が58.6％と10 ポイント以上増加している。この結果、今後

さらに人材育成の強化を図っていこうとしている企業は9割以上となっている。

� 人材育成を重視する一方で従業員に求める職業能力や技能水準について尋ねると、「明確に

している」は16.7％にとどまっている（P7図表8）。「やや明確にしている」（32.7％）をあ

わせても49.4％と、目指すべき姿について明確に定めている企業は半数未満にとどまった。
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� 足元2012年度の業績の水準を尋ねると、売上高は2007年度と比べ、70.0％の企業が｢減収｣となってい
る（図表1）。同様に経常利益をみると、65.2%の企業が｢減益｣となっている。一方、2009年度と比べ
た場合、売上高は｢増収｣が53.6%、経常利益は｢増益｣が50.5%となった。

� 世界的な景気後退のあった2008年のリーマン・ショックによって落ち込んだ売上高および経常利益は
半数以上の企業で持ち直している。しかし、多くの企業ではリーマン・ショック前の水準までは回復
していない結果となった。

１．足元の業績について

図表1 2012年度の業績（売上高、経常利益）
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� 直近5年間の経営環境の変化に対応するための取り組みをみると、｢人材育成の強化｣が53.2%と最も高
く、次いで｢人件費以外のコスト削減｣(47.1％)、｢既存事業の高付加価値化｣(45.4％)、｢営業・マーケ
ティングの強化｣(43.2％)、｢有能な人材の確保｣(41.4％)となった（図表2）。多くの県内製造業では
不況期において人材育成の強化を図り、既存事業の高付加価値化や営業・マーケティングの強化を推
し進めてきたことがうかがえる。

� 今後の経営戦略としては｢国内での既存事業の強化｣が82.4%と圧倒的に高い割合となった（図表3）。

２．今後の経営戦略とそれに向けた取り組みについて
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図表2 直近5年間の経営環境の変化に対応するための取り組み

図表3 今後の経営戦略
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� 今後の経営戦略に向けた事業展開としては｢生産性の向上｣が70.4%と最も高くなり、次いで｢製品・
サービスの高付加価値化｣(53.9％)、｢販路開拓の強化｣(45.4％)となった（図表4）。

� さらに、この事業展開を実現する手段としては｢社内人材の育成および高度化｣が82.1%と最も高い割合
となり、次いで｢自社業務の改革｣(57.0％)、｢生産機械の高度化｣(48.7％)となった（図表5）。

� 直近5年間の経営環境の変化への対応と同様に、今後も社内人材の育成や高度化を図り、経営戦略やそ
れに向けた事業展開を担っていこうとする県内企業が多い結果となった。加えて、人材育成も含めた
自社業務の改革や生産機械の高度化によって、生産性の向上や、付加価値の向上を図ろうとする動き
がみられる。

図表4 経営戦略に向けた事業展開
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図表5 事業展開を実現するための手段
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� しかし、求める人材の確保状況を尋ねると、｢充分に確保できている｣は新卒採用が8.8%、中途採用が
8.1%と、ともに1割未満となっている（図表6）。｢ある程度確保できている」をあわせても、新卒採用
では61.8％、中途採用では58.1％と、人材を確保できている企業は6割程度にとどまった。

� この結果から実際には県内製造業における人材確保が難しい状況がうかがえる。そのため、企業の持
続的な成長を果たしていくには現状の従業員の育成を図っていくことが重要な取り組みといえる。

� 人材育成の現状についてみると、「かなり注力している」が10.8％、「ある程度注力している」が
48.4％となり、約６割の企業が人材育成に注力している結果となった（図表7）。

� さらに今後の方針では「かなり注力していく」が32.5％と20ポイント以上増加し、「ある程度注力し
ていく」が58.6％と10 ポイント以上増加している。この結果、今後人材育成の強化を図っていこうと
している企業は9割以上となっている。

３．人材の確保と育成の取り組みや課題について

図表6 直近5年間の人材確保の状況

図表7 人材育成の取り組み状況と今後の方針
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� 人材育成を進める上で従業員に求める職業能力や技能水準を明確にすることが必要だが、これについ
て尋ねると「明確にしている」は16.7％にとどまっている（図表8）。「やや明確にしている」
（32.7％）をあわせても49.4％と、目指すべき姿について明確に定めている企業は半数未満にとど
まった。

� 人材育成における課題では「育成能力を持った従業員が不足している」が50.9％と最も多く、次いで
「熟練技能者からの技能継承」（47.3％）、「育成基準・方針が明確化されていない」（32.4％）、
「適切な育成マニュアルがない」（31.0％）となった（図表9）。

図表8 必要な能力や技能水準について
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図表9 人材育成における課題
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� また、新たな経営戦略や競争力の強化を担う人材を育成することが持続的な成長には欠かせない。そ
れには自社の技術力や、競争力の基盤となる職業能力、技能水準を分析し、明確にすることが必要と
いえる。そのため、今後強化したい取り組みとしては、「必要となる職業能力の明確化」、「計画的
なジョブローテーションの作成」が現状の取り組みと比べて高い割合となっている（図表10）。

� そのため、今後強化したい取り組みにもあるように部下、後輩を育成できる人材の養成や、計画的な
ジョブローテーションなど人材育成の仕組みづくりが取り組むべき課題といえる。

図表10 人材育成における現状の取り組みと今後強化したい取り組み
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18.6

20.8

17.5

28.1

26.6

9.5

8.4

4.4

1.8

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

先輩・上司によるOJT

外部機関の研修受講

社内研修の実施

技能検定などの取得

通信教育の受講

経営トップによる直接指導

先輩・上司によるOff-JT

職種別の集合研修

必要となる職業能力の明確化

計画的なジョブローテーションの作成

自己研鑽の資金支援

外部機関への出向

大学等への研修派遣

eラーニングの受講

その他

（％）

現状の取り組み（ｎ=273）

今後強化したい取り組み（ｎ=274）

注）複数回答のため、合計は100％とならない。
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参考資料

参考図表1 従業員数の水準

参考図表2 職種別の過不足状況

26.9

25.1

27.3

35.2

31.9

35.6

25.0

28.8

33.5

26.6

30.7

38.9

48.1

46.1

39.2

38.2

37.4

25.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体（ｎ=267）

正社員（ｎ=273）

非正規社員（ｎ=247）

全体（ｎ=264）

正社員（ｎ=271）

非正規社員（ｎ=245）

（％）

増加 横ばい 減少

2009200920092009年年年年3333月末比月末比月末比月末比

2007200720072007年年年年3333月末比月末比月末比月末比

24.6

3.2

4.8

0.8

13.4

60.9

62.1

68.6

71.2

80.1

14.5

34.7

26.6

28.0

6.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

製造部門
（ｎ=276）

開発部門
（ｎ=219）

営業部門
（ｎ=248）

海外部門
（ｎ=118）

事務・管理部門
（ｎ=277）

（％）

過剰 適正 不足
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参考資料

参考図表3 新卒採用で重視する知識や能力

参考図表4 中途採用で重視する人材や能力

73.8

67.4

64.9

28.0

21.5

20.8

17.2

11.1

8.2

7.9

3.9

0.4

9.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

一般常識・教養

コミュニケーション能力

専門的知識・技能

企画力

技能資格の有無

年齢

語学力

ITスキル

学歴

財務・会計の知識

技能以外の資格の有無

インターンシップなどの実務経験

その他

（％）

ｎ=279
注）複数回答のため、合計は100％とならない。

69.6

47.5

46.4

39.6

26.8

14.6

13.2

13.2

11.4

9.6

7.5

6.4

5.7

3.2

2.1

0.4

7.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80

高度な技術・技能力

周囲をまとめる統率力

同業他社の実務経験者

斬新な発想力

豊富な人的ネットワーク

公的資格や技能検定の保有者

堪能な語学力

将来の後継者

高度なITスキル

海外勤務経験者

大企業の研究開発職経験者

法務・会計などの高度な専門知識

大企業の営業職経験者

民間資格や検定の保有者

大企業の管理職経験者

高学歴者

その他

（％）

ｎ=280
注）複数回答のため、合計は100％とならない。
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参考資料

参考図表5 社内で不足している人材

参考図表6 不足する人材の確保への対応

52.4

44.2

31.8

21.7

75.3

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

自身の業務に加え、部下や後輩に
的確な指示を出し業務遂行できる人材

先輩・上司の指示がなくとも、
単独で業務が遂行できる人材

職場で最も難易度が高い業務を
遂行できる人材

先輩・上司の大まかな指示で
業務が遂行できる人材

先輩・上司の細かな指示で
業務が遂行できる人材

（％）

ｎ=267
注）複数回答のため、合計は100％とならない。

26.8

23.2

16.2

18.4

15.6

42.9

52.4

61.8

63.8

52.2

19.6

12.2

4.4

2.0

10.7

12.2

17.6

15.8

32.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

先輩・上司の細かな指示で
業務が遂行できる人材（ｎ=56）

先輩・上司の大まかな指示で
業務が遂行できる人材（ｎ=82）

先輩・上司の指示がなくとも、
単独で業務が遂行できる人材（ｎ=136）

自身の業務に加え、部下や後輩に的確な
指示を出し業務遂行できる人材（ｎ=196）

職場で最も難易度が高い業務を
遂行できる人材（ｎ=115）

（％）

社内の人事異動で対応する 社内人材を新たに育成する 新卒採用の増加 中途採用の増加
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参考資料

参考図表7 人材確保に向けた現状の取り組み

参考図表8 求める人材を確保する上での課題

57.5

56.2

24.8

16.4

14.2

13.3

9.3

8.4

6.6

1.3

0.9

6.2

8.3

81.4

19.0

1.6

1.2

2.8

26.1

32.0

4.3

0.8

9.5

4.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

合同説明会への参加

ハローワークの活用

自社ホームページの充実

大学など教育機関との連携

自社単独のセミナー開催

インターンシップの実施

従業員の人脈の活用

人材紹介会社の活用

自社の技術力のPR

SNSの積極的な活用

ヘッドハンティング

その他

（％）

新卒採用(n=226)

中途採用(n=253)

注）複数回答のため、合計は100％とならない。

60.0

38.3

33.8

32.1

30.0

23.8

20.8

18.8

15.0

12.5

12.1

5.4

5.0

2.9

73.7

28.2

41.6

5.0

3.1

1.5

13.4

21.8

37.8

5.3

8.0

19.1

8.0

2.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

適正人材の見極めが難しい

自社の知名度が低い

応募者の能力が低い

新卒採用の応募が少ない

学生の大手企業偏重が顕著

学生との接点が少ない

採用活動に時間がかかる

自社の採用ノウハウが乏しい

給与などの条件が合致しない

競合企業が多い

採用に伴う費用負担が重い

雇用形態の条件が合致しない

福利厚生などの条件が合致しない

その他

（％）

新卒採用（ｎ=240）

中途採用（ｎ=262）

注）複数回答のため、合計は100％とならない。
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参考資料

参考図表9 人材確保に向けて今後強化したい取り組み

参考図表10 今後の採用方針

50.0

40.4

36.0

31.1

20.2

12.3

11.8

11.4

5.3

4.4

1.3

3.9

10.4

66.5

33.9

4.4

4.0

10.4

36.3

1.6

19.5

4.0

19.5

3.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

合同説明会への参加

ハローワークの活用

自社ホームページの充実

大学など教育機関との連携

インターンシップの実施

自社の技術力のPR

人材紹介会社の活用

自社単独のセミナー開催

従業員の人脈の活用

SNSの積極的な活用

ヘッドハンティング

その他

（％）

新卒採用(n=228)

中途採用(n=251)

注）複数回答のため、合計は100％とならない。

14.2

9.6

41.8

32.4

17.1

31.3

9.8

11.7

15.6

12.1

1.5

2.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

新卒採用（ｎ=275）

中途採用（ｎ=281）

（％）

積極的に採用する ある程度採用する どちらともいえない

あまり採用しない ほとんど採用しない その他
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参考資料

参考図表11 従業員に習得してもらいたい技術、能力

参考図表12 人材育成体制の機能状況

45.5

45.5

44.1

33.7

33.3

26.5

20.4

18.3

11.1

8.6

1.8

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

単独で複数の工程を担える知識・技能

生産工程を合理化する知識・技能

部下・後輩を育成できる指導力

顧客ニーズを把握し、提案できる営業力

周囲と協働できるコミュニケーション能力

設備の保全や品質管理など検査の知識・技能

試作品などの開発による製品設計力

生産管理などのプロジェクト管理能力

工作機械などのプログラミング

海外事業を担える語学力など

その他

（％）

ｎ=279
注）複数回答のため、合計は100％とならない。

やや充分
10.0%

充分
0.4%

どちらともいえ
ない
33.1%

やや不充分
46.3%

まったく不充分
10.2%

ｎ=281


